
約 9,500 品目の販売管理を司る販売物流システムを 
AWS に移行
バッチ処理時間を 80 ％ 短縮し、TCO を 20 ％ 削減

日本食研ホールディングス株式会社

年 110 ％ のペースでデータが増加
リソースの増強という課題に直面

1971 年の創業以来、食文化を通じて社会に
貢献することを目標に、ブレンド調味料をはじ
めとする食品を幅広く展開している日本食研
ホールディングス（以下、日本食研）。商品企画
から研究開発・製造・販売・物流にいたる全工
程を自社で行う製造販売一貫のビジネスモデ
ルを強みとし、全国の飲食店や量販店など約 
20 万の取引先に商品を届けています。少量
多品種生産を実現する工場は、愛媛と千葉の 
2 拠点に設置。ウィーンのベルヴェデーレ宮殿
を模した愛媛本社敷地内の KO 宮殿工場は、
『世界食文化博物館』として観光スポットにも
なっています。2020 年 5 月にはウィーンの
シェーンブルン宮殿をモチーフとした新工場が
今治市内で稼働し、さらなる成長を支える生
産体制を整えています。
同社の基幹システムは、生産管理、販売管理、
物流管理、会計など、複数で構成されていま
す。今回クラウド移行のきっかけとなったのは、
オンプレミス環境で運用していた販売物流シ
ステムのインフラ更新でした。「販売物流シス
テムは、約 9,500 品目の商品を全国の取引
先に販売するために欠かせないものです。売
上が右肩上がりで推移していくとともに、デー
タ量は年 110 ％ のペースで増え続け、定期
的に発生するハードウェアの更新やリソース
の増強、サーバーの故障対応などが負担に
なっていました」と語るのは、情報システム部 
システム企画開発第 2 グループ グループリー
ダーの黒木晋氏です。

AWS の DB 移行サービス AWS DMS を
活用して
Oracle Database を Amazon RDS に
計 3 日で移行

インフラの選定では、同社システムの開発・運
用を長年支援してきたパートナーの NEC に
相談し、AWS を採用しました。その理由は、国
内外での圧倒的なシェアと、世界の最先端を
行く技術力と公開されている情報の量、コスト
メリットにありました。
「大きかったのは、Amazon RDS の存在です。
フルマネージドなリレーショナルデータベース
（DB）サービスによって、運用負荷が大幅に軽
減できることが決め手になりました。加えて、リ
フトアップしてもこれまでと同様に業務処理が
できて期待する性能、コストメリットが得られ
ることを確認して採用を決めました」（黒木氏）
AWS 移行プロジェクトは 2018 年 4 月にキッ
クオフ。設計、構築、テストなどを経て 2020 年 
3 月にアプリケーションとデータの移行作業を
実施し、本稼働を迎えました。オンプレミス上の
基幹システムのサーバー 40 台を AWS 上に
移行していますが、特長は DB 移行サービス
の AWS Database Migration Service（AWS 
DMS）を活用して、Oracle Database を 
Amazon RDS for Oracle に移行したことで
す。プロジェクトを支援した NEC ソリューショ
ンイノベータ株式会社の松本健吾氏および石
崎健太郎氏は次のように語ります。
「ダンプファイル換算で約 300GB、17 億行に
達する Oracle Database のデータを最小限
のダウンタイムで確実に移行するために  
AWSDMS の利用を提案しました。更新中の 

Oracle Database を稼働しながらバックエン
ドで徐々に Amazon RDS にデータを移行し、
最終的にダウンタイム 1 日、合計 3 日で完了
しました。また、今回は AWS DMS をデータ移
行の用途だけでなく、情報系システムの Mic-
rosoft SQL Server と、Amazon RDS for 
Oracle の異機種 DB 間のデータ連携に活用
する特殊な使い方もしています」
さらに今回は Amazon Connect を活用した
障害検知の機能も実装。監視ツールの  
Amazon CloudWatch が、Amazon EC2 や 
Amazon RDS の異常やリソース不足などを
検知すると、AWS Lambda  が起動して  
Amazon Connect 経由で運用管理者の携帯
電話に通知します。これらの仕組みも NEC が
提案したもので、情報システム部 システム企
画開発第 1 グループ 係長の髙橋良太氏は次
のように評価しています。
「NEC からは AWS のスペシャリストをアサイ
ンしていただき、アプリケーションの Amazon 
EC2 への移行、Amazon RDS の活用、AWS 
DMS によるデータ転送、Amazon Connect 
の利用などの提案を受けながら、計画通りに
プロジェクトを完遂することができました。
AWS に対する当社の知見も深まり、自社でも 
AWS の環境が構築できるようになりました。
新型コロナウイルス感染症の影響で増加した
在宅ワークでも、私自身で AWS Client VPN 
を構築してユーザーにリモート環境を提供し
ています」

日中のバッチ処理が 120 分から 20 分へ
80 ％ の時間短縮で在庫引当処理などの
業務が効率化
全体で 20% のコスト削減を実現

AWS へアプリケーションやデータベースの移
行後、日中に実施しているバッチ処理は約  
80 ％ の時間短縮が実現。夜間処理の時間も
約 50 ％ 短縮されるなど、パフォーマンスが
大幅に向上しました。
「日中に実施している請求処理のバッチ処理
が 120 分から 20 分に短縮され、外部委託

先にデータを遅延なく渡せるようになりまし
た。在庫の引当処理も短縮され、倉庫から早
い時間に出庫できるようになるなど、業務面
で貢献しています」（黒木氏）
コスト面でもリプレース、増強、データセンター
利用などの費用は従来比で 15 ％ 削減、運
用コストを含めると約 20 ％ の削減が実現。
周辺システムとのデータ連携を、これまでのオ
ンプレミスのハブサーバーから AWS DMS に
変更したことでランニングコストも軽減。情報
システム部 部長の近藤誠治氏は次のように
評価しています。
「経営方針として初期費用の抑制を掲げる
中、ハードウェアコストを軽減できるのが一番
のメリットです。また、プロジェクトを通して 
AWS 環境を構築 / 活用する人材の育成が大
きく進んだため、今後は内製化によってプロ
ジェクト費用の抑制効果も期待できます」

基幹システムの AWS 移行を加速しながら
取引先にもメリットのある DX を推進

日本食研では、現在オンプレミス環境で稼働
中の会計システムと物流系システムの AWS 
移行計画が決定済みです。販売物流システム
に次いで規模の大きい受発注システムの  
AWS 移行も決まり、NEC とともに 2021 年
中のプロジェクト開始を計画しています。基幹
システム以外のサブシステムについても、営業
担当、開発担当などが日常業務で利用する社
内 BI ツールの基盤を AWS 上に移行し、デー
タの活用レベルを高める考えです。
一方、2020 年 7 月には同社の取引先がオリ
ジナルの調味料や食材を手軽に注文できる
『日本食研アプリ』を AWS 上に構築してリ
リース。外食業界を中心に他の食品業界のお
客様にも販路を拡大していく方針です。
「今回は基幹システムのリフトアップでしたが、
今後はエンドユーザーも含めてお得意先も満
足できる仕組み作りに AWS を活用し、DX の
起爆剤にしたいと思います。そのためにも 
AWS と NEC には継続的な提案と安定稼働
のためのサポートを期待しています」（近藤氏）

多彩な調味料や加工食品の製造・販売を手がける日本食研ホールディングス株式会
社はオンプレミス環境で運用してきた販売物流システムのアマゾン ウェブ サービス
（AWS）移行を決定し、パートナーの日本電気株式会社（NEC）の支援を受けて、大規
模なサーバーとデータベースの移行を完遂しました。クラウド化により、バッチ処理の
時間を 80 ％ 短縮するなど、パフォーマンスが大幅に向上。データセンター利用コス
トや運用コストを含めて総所有コスト（TCO）を 20 ％ 削減しています。

ご利用中の主なサービス
●  Amazon RDS for Oracle
●  Amazon EC2
●  AWS Database Migration Service

  （AWS DMS）
●  Amazon Connect

ビジネスの課題
● 基幹システム（販売物流システム）のイ
ンフラ更新

● ハードウェアのリプレースやリソース増
強で発生する運用負荷の軽減

● ビジネスの拡大に耐えるスケーラブル
なインフラ基盤への移行

AWS を選択した理由
● 世界の最先端を行く技術力
● 公開されている技術情報量の多さ
● Amazon RDS による運用負荷軽減

AWS 導入後の効果と今後の展開
● 日中のバッチ処理の時間を 80 ％ 短
縮、夜間処理時間を 50 ％ 短縮

● リプレース費用やデータセンター利用
料などを含めて 15 ％ のコスト削減、
運用コストを含めて 20 ％ のコスト削
減

● AWS DMS を用いた周辺システム連携
によるランニングコストの削減

● AWS のスキル習得による自社内での
基盤構築の実現

お客様導入事例：製造業（食品）
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全・安心で効率・公平な都市実現
を支える NEC Safer Cities と、人・
モノ・プロセスをバリューチェーン
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評価しています。
「経営方針として初期費用の抑制を掲げる
中、ハードウェアコストを軽減できるのが一番
のメリットです。また、プロジェクトを通して 
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日本食研では、現在オンプレミス環境で稼働
中の会計システムと物流系システムの AWS 
移行計画が決定済みです。販売物流システム
に次いで規模の大きい受発注システムの  
AWS 移行も決まり、NEC とともに 2021 年
中のプロジェクト開始を計画しています。基幹
システム以外のサブシステムについても、営業
担当、開発担当などが日常業務で利用する社
内 BI ツールの基盤を AWS 上に移行し、デー
タの活用レベルを高める考えです。
一方、2020 年 7 月には同社の取引先がオリ
ジナルの調味料や食材を手軽に注文できる
『日本食研アプリ』を AWS 上に構築してリ
リース。外食業界を中心に他の食品業界のお
客様にも販路を拡大していく方針です。
「今回は基幹システムのリフトアップでしたが、
今後はエンドユーザーも含めてお得意先も満
足できる仕組み作りに AWS を活用し、DX の
起爆剤にしたいと思います。そのためにも 
AWS と NEC には継続的な提案と安定稼働
のためのサポートを期待しています」（近藤氏）

「今回のプロジェクトを通して AWS 環境を構築 / 活用する社内の人材の育
成が大きく進んだため、今後は内製化によってプロジェクト費用の抑制効果
も期待できます」

日本食研ホールディングス株式会社　情報システム部 　部長　近藤 誠治 氏

お客様導入事例：製造業（食品）

近藤 誠治 氏

日本食研ホールディングス株式会社
情報システム部
部長

カスタマープロフィール
日本食研ホールディングス株式会社
創業：1971 年 10 月 1 日
設立：1973 年 2 月 13 日
資本金：3 億 8,800 万円
グループ売上高：1,102 億 9,400 万円
（2020 年 9 月期）
グループ従業員数：4,727 名
（2020 年 10 月 1 日現在）
事業内容：ブレンド調味料（液体・粉体）・
加工調理食品の販売、研究開発、および
持株会社としてのグループ戦略立案・各
種事業会社の統括管理

黒木 晋 氏

日本食研ホールディングス株式会社
情報システム部
システム企画開発
第 2 グループ
グループリーダー

髙橋 良太 氏

日本食研ホールディングス株式会社
情報システム部
システム企画開発
第 1 グループ
係長


